












で 9 月が学年始まりであったが２、翌21年より 4 月 1 日に学年が始まることとなり、今日
に至っている。
　そのような中、1909（明治42）年 4 月、小学校令施行規則第25条の改正により、小学校に








































































⑴　小学校に、土地の情況によって 9 月 1 日に始まり翌年 8 月31日に終わる学年を置くこ


















































1 　二重学年制、すなわち 9 月始まりの学年を設けることによって、 4 月 2 日から 9 月
1 日に出生した児童は、「従来の如く空しく一箇年を徒過するの不便」がなくなるこ
と（「学齢児童の就学を便ならしむること」）。











































































二重学年制の恩恵を受けるものは33万人のうちの 3 万 3 千人に過ぎないということにな
る。このように文部省がいう「利益」を退けた上で、 4 月学年と 9 月学年とでは、前者が

















入は単に 9 月に入学する者のみならず、 4 月に入学する者にも利益となる。すなわち二重
学年制の恩恵を受けるのは 9 月以降に生まれた33万人のみならず、学齢児童全体即ち80余
万人である。一学年二学級以上の小学校は極めて少なく、二重学年制の利益を実際に得る




































































































































































































いし、渡部は『文部省年報』に挙げられている以外にも、1918（大正 7 ）年 9 月から広島高














府県名・数 計 府県名・数 計
1909（明治42）年度 京都 2 2 新潟 3 、福岡 1 、熊本 1 5 0
1910（明治43）年度 京都 2 2 新潟 3 、奈良（師）1 、熊本 1 5 0
1913（明治44）年度 京都 2 2 新潟 3 、熊本 1 4
1912（明治45/大正元）年 京都 2 2 新潟 2 、香川 1 3 0
1913（大正 2 ）年度 京都 2 2 新潟 3 、香川 1 4 0
1914（大正 3 ）年度 京都 2 2 新潟 3 、香川 1 4 0
1915（大正 4 ）年度 京都 2 2 新潟 3 、香川 1 4 0
1916（大正 5 ）年度 0 0 新潟 3 3 0
1917（大正 6 ）年度 東京（私）1 1 新潟 2 、長野 1 3 0
1918（大正 7 ）年度 東京（私）1 1 新潟 2 、長野 1 3 0
1919（大正 8 ）年度 東京（私）1 1 新潟 2 、長野 1 3 0
1920（大正 9 ）年度 東京（私）1 1 新潟 1 、長野 1 2 0
1921（大正10）年度 東京（私）1 1 新潟 1 、長野 1 2 0
1922（大正11）年度 東京（私）1 1 長野 1 1 0
1923（大正12）年度 東京（私）1 、富山 6 7 富山 2 、長野 1 3 0
1924（大正13）年度 東京（私）1 、富山 7 8 富山 2 、長野 1 、鹿児島 1 、岡山（師）1 5 0
1925（大正14）年度 東京（私）1 、富山 7 8 富山 2 、長野 1 、鹿児島（師）1 4 0
1926（大正15/昭和元）年度 東京 1（私）、富山 7 8 富山 3 、長野 1 、福井（師）1 、鹿児島（師）1 6 0
1927（昭和 2 ）年度 東京 1（私）、富山 7 8 富山 4 、鹿児島（師）1 5 0
1928（昭和 3 ）年度 東京 1（私）、富山 7 8 富山 4 、鹿児島（師）1 5 0
1929（昭和 4 ）年度 東京 1（私）、富山 7 8 富山 4 、鹿児島（師）1 5 0
1930（昭和 5 ）年度 東京 1（私）、富山 6 7 富山 5 、福井 1 、鹿児島 1 7 0
1931（昭和 6 ）年度 東京 1（私）、富山 6 7 富山 5 、福井（師）1 、鹿児島（師）1 7 0
1932（昭和 7 ）年度 東京 1（私）、富山 7 8 富山 4 、福井 1 5 0
1933（昭和 8 ）年度 東京 1（私）、富山 7 8 富山 4 4 0
1934（昭和 9 ）年度 0 富山 3 3 0
1935（昭和10）年度 0 富山 5 5 0
1936（昭和11）年度 0 0 0
1937（昭和12）年度 0 0 0
1938（昭和13）年度 0 0 0
1939（昭和14）年度 0 0 0


































めていたにも関わらず、同年 5 月 6 日から開催された地方長官会議では二重学年制につい















之ヲ中止」したが41、1912（明治45）年 3 月28日福岡県令第 8 号をもって改正した「小学校
令施行細則」では、その第一条で 4 月 1 日から始まる学年を原則として全体を三学期（第


























4 月学年と 9 月学年とでは前者の方が圧倒的に児童の人数が多くなると言うことは、すで
に澤柳政太郎が、前者が 9 月 2 日以降 4 月 1 日までの七ヶ月間に生まれたもの、後者が 4
月 2 日から 9 月 1 日までの五ヶ月間に生まれたものが入学するということから指摘してい
たところであった。すなわち四月学年は 7 ヶ月の間に出生した児童を、九月学年は 5 ヶ月
の間に出生した児童を入学させることになるということから行った予想であった。その様
子を古島は次のように回想している。
……私たち秋季入学生一組に対して、四月入学生は三組であった。しかも一級人員には
少なくとも五〇人と四〇人位の差があった。秋季入学生は一五対四の少数であった。こ
れは実際秋に入る筈の月に生まれた人たちのなかで、親の計いで翌年四月に入学した人
の多かったことを示すのであろう46。
　このような四月入学生と秋季（九月）入学生との人数的な不均衡、さらには「秋に入る筈
の月に生まれた人たち」に対する「親の計い」が、上級学校入学の際の不利から生じたも
のなのか47、それとも「学校の画一化」48の進行とみるべきなのか、この資料のみからで
は判断できない。ただ二重学年制は、結果として 4 月学年開始に“正当性”を与えること
になったのであり、また同時に学齢到達後の就学を当然とする慣行の形成を裏打ちするこ
とになったとみることはできよう。
小　括
　二重学年制の導入は、義務教育就学の始期が制度的に厳格化されてゆく中で、就学義務
の履行形態に一つの選択肢を設けたとみることができる。制度化の意図としては、あくま
で人々の就学傾向に応じての選択肢の一つとして用意されたものであった。その傾向とは
即ち決して多数ではなく、また統計上に現れることもない、「匍へば立て立てば歩めと云
ふ」、場合によっては「幅が利」（三島通良）く人々であった。ただ、澤柳の批判に答えた
松村が、二重学年の政策としての有効性を強調しすぎ、かつは結果的に二重学年制の設置
を要請してしまったために、政策としての失敗面のみが強調される結果となってしまった
ことは否めない。
　このように全国的に採用がほとんどみられなかった二重学年制であるが、教育形態とし
ての二重学年制そのものが否定されたわけでは決してなかった。本稿でも触れたように、
小学校令施行規則改正による二重学年制の導入には真っ向から反対した澤柳政太郎は、自
らが設立した成城小学校で二重学年制を採用していたし、小学校第一学年段階における児
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童の成長・発達程度の相違に関する問題は、初等教育界においては継続的な課題であった
こともあって、大正期における児童中心主義的、自由教育的な傾向の中で二重学年制の有
効性は教育界に命脈を持ち続けることになる。またおもに人材確保を主目的とした小学校
と中等教育学校との接続問題や、半年進級論と結びついた二重学年制の可能性が国民学校
令制定に至るまでしばしば言及されることになるのである49。こうした二重学年制の検証
については、稿を改めなければならない。
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１「二重学年制」、「二重学年」というタームは確立したタームではない。この制度の呼称に関して
は「九月学年」「雁行級」（『明治以降教育制度発達史』第５巻、58-59頁、松浦鎮次郎執筆）、「二
重学年」「雁行級」（国立教育研究所編『日本近代教育百年史』第４巻、学校教育（２）、1974年、
1000頁、佐藤秀夫執筆部分）、「併行学年」（佐藤秀夫『学校ことはじめ事典』1987年、35頁）、「秋
季学年制」「二重学年制」（富山県教育史編さん委員会編『富山県教育史』下巻、1972年、15-17頁）
といった呼称が用いられ、また制度導入当時の教育関係雑誌などでも「九月学年（制）」「秋学期」
「二重学年」と、統一した呼称はみられない。渡部宗助による『日本における二重学年制の導入・
実施に関する歴史的研究』（本論注４参照）では一貫して「二重学年制」というタームが用いら
れているが、同書に収録されている諸資料を見ると、「二重学年（制）」という用例が比較的多い
ものの、「二重学年（制）」はもとより「九月学年」「秋季学年」「二季制」「二期制」と多様である。
ここでは当面『日本近代教育百年史』、『富山県教育史』、また制度導入・実施過程で共通に用い
られている「二重学年」、「二重学年制」という呼称を採っておくこととする。
２佐藤秀夫「学年はなぜ四月から始まるのか」『教育の文化史』２、学校の文化、阿吽社、2005年、
112-113頁。
３国立教育研究所編『日本近代教育百年史』第４巻、学校教育（２）、1974年、1001頁。なお『明
治以降教育制度発達史』第５巻においても「実際九月学年を設けたものは小学校にも中学校にも
殆どなく、右の規定（二重学年の設置を規定した小学校令施行規則改正——柏木）は全く空文に
帰せるの観がある」と位置づけられている。前掲『明治以降教育制度発達史』第５巻、59頁。
４渡部宗助『日本における二重学年制の導入・実施に関する歴史的研究』（平成９年度文部省科学
研究費補助金・基盤研究（Ｃ）（一般）報告書）、1999年。同報告書は渡部の論考に加えて、二重
学年制に関わる法令、雑誌記事、書籍資料、審議会会議録など96頁に亘る「資料」が集録されて
いる。入手・閲覧が困難な資料も多く含まれており、有益である。
５渡部、前掲報告書、11-12頁。
６「小学校規則改正」『東京朝日新聞』1909（明治42）年４月23日付、第３面。なおこの記事は「△
九月に入学するもの」とサブタイトルがあり、改正内容の紹介は「土地の状況により九月一日に
始まり翌年八月卅一日に終る学年を置くことを得」ること、設置学級の上限を12から18にすると
いう二点であった。
７「小学校令施行規則第二十五条学年改正ニ関スル趣旨並実施監督方注意」（明治四十二年四月
二十三日酉発普通一七二号各地方庁ヘ普通学務局通牒）、文部大臣官房文書課『自明治三十年至
大正十二年　文部省例規類纂』1924年、678頁。
８「学制改正要点（小松原文相談）」『東京朝日新聞』1909（明治42）年４月25日付、第２面。なお
この記事は後半に「学制改革完成期」についての談話がある。
９「（公文）小学校令施行規則中改正」『帝国教育』第322号、1909（明治42）年５月10日、102頁。
10「九月に入学の児童」『東京朝日新聞』1909（明治42）年４月23日付、第２面。
11「（時事彙報）小学校規則改正」『教育時論』第866号、1909（明治42）年５月５日、36頁。
12「（公文）小学校令施行規則中改正」、前掲『帝国教育』第322号、103-104頁。
13「（時事彙報）澤柳氏と二学期制」『教育時論』第866号、1909（明治42）年５月５日、37頁。なお『教
育時論』はこの後「小学校令改正の疑問（学説政務、第867号、５月15日刊）、「九月入学問題」（時
事寓感、同前）、「九月初めの学年」（時事寓感、第871号、６月25日刊）で二重学年制に対する批
判的記事を掲載している。
14澤柳政太郎「（論説）九月学年新設の理由に関する文部当局者の説明を読む」『帝国教育』再興第
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４号（第323号）、1909（明治42）年６月10日、10-13頁。以下澤柳の引用に関してはこの論説から
引用する。なおこの論説は成城学園澤柳政太郎全集刊行会『澤柳政太郎全集』第３巻（国家と教育、
国土社、1978年）にも収録されている。
15松村茂助「九月学年に関する澤柳氏の説を読みて」『帝国教育』第324号、1909（明治42）年７月10日、
７頁。なおここまで引用した松村の文言は、同『帝国教育』３-７頁の松村の文章に拠る。
16ただし松村は小学校令施行規則改正理由に「洩れたる分」として追加説明を行っているが、その
報道の限りでは「今回の改正は強制的性質のものにあらざれば、其新設如何は其等地方の任意た
るべく」と、当初の方針通りの説明を行っている。「松村局長と秋学期」『教育時論』第867号、
1909（明治42）年５月15日、34頁。
17澤柳政太郎「九月学年に関する松村普通学務局長の弁解を駁撃す」『帝国教育』第325号、1909（明
治42）年８月10日、10-17頁。
18農商務省商工局編『工場及職工ニ関スル通弊一班』有隣堂、1897年、５頁。同書によれば「学齢
ノモノハ半日学校ニ行キ半日工場ニ勤ムルヲ得、恰モ婦女子ノ内職同様」という場合もあったが、
幼年職工は長時間の労働に従事するため「心神疲労スルヲ以テ学事ニ従フ余力ナシ」という有様
でもあった（前掲書、同頁）。
191884（明治17）年２月15日文部省達第３号「学齢未満ノ幼児ハ幼稚園ノ方法ニ因リ保育」。
201896（明治29）年８月17日文部省訓令第６号「学齢未満ノ児童ヲ小学校ニ就学セシメサルノ件」。
21「府県学務官質疑」34頁、「自明治二十一年至二十八年　学務部　学校」埼玉県立文書館蔵、明
1907。
22なお文部省は翌1892（明治25）年２月19日、普通乙第50号をもって小学校の学年を「四月一日ヨ
リ翌年三月三十一日マテ」とすることを「各府県ヲ通シテ一定致」すよう府県に求めた。前掲佐
藤秀夫『学校の文化史』２、109-110頁。
23「学齢児童就学期限ノ件」文部省普通学務局編『文部省普通学務局例規類纂』第二編、1896年、
31-32頁。
24三島通良「（時論）改正小学校令に於ける学校衛生（承前）」『教育公報』第242号、1900（明治
33）年12月15日、14-15頁。
25三島通良『就学年齢問題』文部省、1902年、87-88頁。
26「小学校令ヲ改正ス」「公文類聚」第24編、巻23、学事門（2A-11-類894）。
27「小学校令中改正」1907（明治40）年３月21日勅令第52号。
28「公文類聚」第31編、明治40年巻12、軍事門、学事門（2A-11-類1040-1）
29高等教育会議『高等教育会議決議録（自第八回至第十一回）』、101-102頁、九州大学図書館蔵。「高
等教育会議（彙報）」『教育公報』第315号、24頁。
30「公文類聚」所収資料では、1906（明治39）年10月２日に閣議提出された文部省原案には第37条
に但書追加の条があるものの、この部分は取消線と付箋とによって削除された形になっている。
またこの取消線および付箋がいつ加えられたのか不明である。翌1907（明治40）年３月の枢密院
での審議段階では第37条の但書が付されていた跡は見られないので、1907（明治40）年１月から
２月までの間に削除されたものとみられるが、その理由や背景は今のところ明らかにならない。
31富山県教育委員会編『富山県教育史』には「当時は全国の市町村立小学校の中には実施校はなく、
広島高師付属小学校だけがこの制度を実施していた」とあるが、根拠は不明である。
 前掲、『富山県教育史』下巻、15頁。
32渡部、前掲報告書、10-11頁、17頁。
　 　
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33渡部、前掲報告書、16頁。
34「二重学年と府県」（雑報）『小学校』第７巻第11号、同文館、1909（明治42）年９月５日、72頁。
35『日本帝国文部省第三十七年報（自明治四十二年至明治四十三年）』上巻、96頁「学級別市町村立
私立小学校」より算出。
36「二重学年問題に対しての当局の弁解」（雑報）『小学校』第７巻第11号、1909（明治42）年９月５日、
同文館、72頁
37前掲「（公文）小学校令施行規則中改正」『帝国教育』第322号、104頁。
38この時の会議における小松原文相の訓示において二重学年制には何ら触れられていないし、会議
で示された「注意事項」においても、義務教育年限延長に伴う事柄としては「小学校教員ノ養成
ハ一日モ緩ウスヘカラス」ということだけであった。「明治四十二年五月十二日地方長官会議ニ
於ケル小松原文部大臣ノ訓示要領」（「明治四十一年十月地方長官会議ニ於ケル大臣訓示要領」に
所収）岐阜県立歴史資料館蔵。なお同簿冊のタイトルは「明治四十一年」となっているが、翌年
の地方長官会議資料も収められている。またこの注意事項に関して福島県・和歌山県知事から質
問があったほか、「猶二三諮詢事項に就て協議」を行ったのみで「無事散解」した。「（時事彙報）
地方長官会議」『教育時論』第868号、1909（明治42）年５月25日、17頁。
39「（附録）第七回全国聯合教育会」『教育時論』第868号、1909（明治42）年５月25日、26-47頁。
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